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【上級演習第11回・第二問】

１ 次の枠内に示した当社の取引について、以下の問１と問２に答えなさい。なお、仕訳が不要で

ある場合には、借方科目欄に「仕訳なし」と記入しなさい。

当社は、ｘ１年５月１日に行う予定のＡ社に対する200千ドルの売上取引に伴って生ずる

売掛金に係る為替変動リスクをヘッジする目的で、ｘ１年３月１日に200千ドルの為替予約

(売予約)を行った。なお、売掛金の決済日はｘ１年６月30日である。

問１ 為替予約について繰延ヘッジを採用した場合における次の の仕訳を答えなさい。

ｘ１年３月１日 予約時

借 貸

ｘ１年３月31日 決算時

借 貸

ｘ１年５月１日 売上時

借 貸 売 上

借 貸

借 売 上 貸

ｘ１年６月30日 決済時

借 現 金 預 金 貸

借 貸 現 金 預 金
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【上級演習第13回・第二問】

【資料１】Ｔ社に関する資料

１ 株主資本

⑴ Ｔ社の前期末時点の発行済株式数は20,000株、自己株式保有数は1,000株である。なお、自

己株式は一括して取得している。

⑵ 平成25年６月30日の株主総会において下記の内容を決議し、直ちに実行した。なお、当該配

当に関する配当基準日は平成25年３月31日である。

① その他資本剰余金を財源とした配当：１株あたり100円

② その他利益剰余金（繰越利益剰余金）を財源とした配当：１株あたり500円

③ 上記の配当に伴い会社法に規定する額の準備金を積み立てた。

④ 別途積立金10,000千円を積み立てた。

⑶ 平成25年７月20日に、下記２に示した転換社債型新株予約権付社債のうち社債金額40,000口

について権利行使を受け、自己株式を交付した。

⑷ 平成25年11月30日の取締役会において１株あたり100円のその他利益剰余金（繰越利益剰余

金）を財源とした配当を行うことを決議し、直ちに実行するとともに会社法に規定する額の準

備金の積立を行った。なお、当該配当に関する配当基準日は平成25年９月30日である。

⑸ 建設を依頼していた商品倉庫が平成26年２月１日に完成した。当該商品倉庫の取得原価は

40,000千円であり、同額の新築積立金を取り崩した。

２ 転換社債型新株予約権付社債

⑴ 発行日：平成25年４月１日

⑵ 償還期限：平成30年３月31日

⑶ 権利行使期間：平成25年４月１日～平成30年３月31日

⑷ 発行口数：200,000口（クーポン利息は付さない。）

⑸ 払込金額：１口につき94円（割引発行、新株予約権の対価はゼロ）

⑹ 償還金額：１口につき100円

⑺ 新株予約権の行使に際して出資をなすべき１株あたりの転換価額：40,000円

⑻ 転換社債型新株予約権付社債については、一括法により会計処理する。

⑼ 償還金額と払込金額との差額は金利調整差額と認められるため、定額法による償却原価法を

採用する。



【資料２】Ｔ社の当期の株主資本等変動計算書

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

その他利益剰余金 株主資本
資 本 金 そ の 他 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

資本準備金 利益準備金 繰越利益 合 計
資本剰余金 合 計 新築積立金 別途積立金 合 計

剰 余 金

当 期 首 残 高 400,000 80,000 12,000 92,000 18,000 60,000 90,000 260,595 428,595 △35,000 885,595

当 期 変 動 額

剰余金の配当 

別途積立金の積立

新築積立金の取崩

当 期 純 利 益 

自己株式の処分

株主資本以外の

項目の当期変動額

当期変動額合計

当 期 末 残 高      

評価・換算差額等

そ の 他 繰 延 純 資 産
評価・換算

有価証券 ヘ ッ ジ 合 計
差額等合計

評価差額金 損 益

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰余金の配当

別途積立金の積立

新築積立金の取崩

当 期 純 利 益

自己株式の処分

株主資本以外の

項目の当期変動額

当期変動額合計 

当 期 末 残 高  
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